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〈論文要旨〉

本稿で は，日本 の 多国籍企業を対象 に したア ン ケート調査を用 い て，財務管理 の 集 中化と責任 会計との 関

係 に つ い て調査 した．財務管理 の 集中化とは，多国籍企業内の 子会社の 資金 を集 中管理 し ， 企業グル
ープ

内で の キ ャ ッシ ュ フ ロ ー
の 最大化を目指す国 際財務 管理 を指す．この ため の 手 法として，本調査で は，リーズ

＆ ラグズ，マ リ＝ ネ ソテ ィ ン グ ， リ・インボイス をとりあげた，財務管理 の集 中化は ，企業グル ープ全体の 効率

を高め る
一方で ， 個々 の 子会社の 財務指標を歪 め ， 管理 会計の ひ とっ で ある責任会計に影響を与える可 能

性 がある。そこ で ，多国籍企 業は財 務管理 の 集中化がもたらす影響を業績管理 上どの ように調 和させようとし

て い るの か に つ い て 研究した．研 究にあた っ て は，ア ンケ
ー

ト調査を行い ，これ に共分散構造分析を適 用 し

て モ デル を構築した．そして ，こ の モ デル に基づ き3っ の 仮説を設定した．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract
We 　conducted 　a　mail　survey 　in　order　to洫vestigate　the　relationship　between　the　centralization　of　financia1

0perations 　and 　responsibdhty 　accounting 　practices　among 　Japanese　mukinational 　enterprises （MNEs ）．　The

centralization 　of 　financial　operations 　in　this　research 　refers 　to　a 　set 　of 　techniques 　that　aim　to　maximize 血e

cash 　flow　of 　the　MNEs 　as　a　whole
，
　which 　include　leads　and 　lags，　matching ，　nett加g，　re−invo至cing ，

　and 　so 　on ．
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1． は じめに

連結経営が 注 目される中，多国籍企業で は，為替や国に よる税率の 差などをコ ン トロ
ール し財務効率を高

めることが課題とな っ て い る．近 年，金融技術や情報技術の 発達 によっ て財務管理 コ ス トが低減 して い る

こともその 背景に ある，

財務管理と責任会計 は，最終的に 全社の利 益やキ ャッ シ ュ フ ロ
ー

の 最大化を目指す 点で 共 通するとしても，

その ア プ ロ
ー

チ の 方法は 異なる．財務管理 は全社的観点か ら働きか けるの に対し ， 責任会計は部 門管理 を

基礎として 間接的に働 きか ける．ゆえ に，これ らの 間 に コ ン フ リクトが発生する余地 が生 ずる，全体最適を目

指す財務管理 に重点をお くと，子 会社にとっ て管理不可能な範 囲が 大きくなりイン セ ン テ ィブ に 影響を及 ぼ

す．逆に，イン セ ン テ ィブを重視した 責任会計に重点をおくと， 全体の キャ ッ シ ュ フ ロ
ー

や 利益 の 最大化が 難

しくなる．た とえ ば，国際振替価格に か ん して ，多国籍企 業で は ，プロ フ ィッ トセ ン タ
ー

間の 利害を調整すると

い う観 点か らでは なく，国による税率の 違い を利用 し節税するため ，もしくは通貨規制を回避するため とい っ

た グル
ープ全体 の 観点か ら利用するこ とがある．そ の ような場合 ，なん らか の 調整をしない 限り，子 会社の 財

務業績は 自身で 管理不 可能な影響を受けるこ とになる．

この 点に 関して ，Shapiro（1992，　 p，378）は ，「グル
ープ全体にお ける税引き後の キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ー
の 最大化

を 目指す財務管理 を採用する場合 ，プ ロ フィッ トセ ン タ
ー

の 業績 が真の 子 会社 利益 を反映するよう調整す べ

きである1と指摘してい る．また ，
AAA の レポー｝・（1973，　 pp．157−159）は ，

「多国籍企業では 国 による税率の 違

い を利用 した節税が行 われ るこ と等により，プ ロ フ ィッ ト・セ ン タ
ーをベ ー

ス とした業績評価は うまく機能 しな

い 」ことを指摘して い る．

そ こで本稿で は ， 企 業の グロ ーバ ル 化 に伴い 財務管理の 集 中化が なされて い るか ， そ の 結果 ，責任会計

に影響を与え て い るか につ い て ，ア ン ケ
ート調査 にパ ス 解析 の 手法を適用 して分析する，分析に先立っ て想

定した作業仮説は 以下の とお りで ある．グ ロ ーバ ル 化の 成熟度が 増すに つ れ，財務 管理 の 集 中化を図るよう

に なる（作業仮説 1），成熟化すると分権化が進むもの と考えられ ， その 結果 ， 客観的な財務指標を重視する

ようになり，また ，
セ グメン ト財務諸表や責任会計用の財務諸表を用い た管理 を行うようになる （作業仮説 2）．

財 務管理 の 集 中化を図 っ て い る企業で は海外 子会社の プ ロ フ ィッ トセ ン タ
ー
概念が 希薄になるため ，財務指

標の 重視度が 下がり（作業仮説 3），セ グメン ト財務諸表や 責任会計用 の 財務諸表を使 っ て 調整 した業績を

用い る（作業仮説 4）．そし て最後に，財務管理の 集 中化と責任会 計との 関係に つ い て仮 説を設定することが

本稿の 目的で ある．

2． 調査 の概要

2．1．調査対象企業

調査対象とした 日本企 業は，1998年 4月時点で 上場して い る製造業 健 設業を除く）の うち，東洋経済新報

社 の 『海外進出企業総覧 1997年度版』にお い て海外に 2社 以上 の 子 会社を有すとされて い る企業で，か つ ，

連結財務諸表に為替換算調整勘定が計上 され て い る企業，495 社である．また ，外 資系企業に っ い ても調

査したが本稿で は分析の 対象として い ない ，

2．2．調査方法

調査票は，1998年 4 月 28 日に ， 締め切りを 1998年 5A30 日として経理
・財務部門の 責任者あて に 個人

名で 送付した，担当部署の 選定 にあた っ て は ，ダイヤモ ン ド社の 『会社職員録 1998年版』等を用 い て，  経

理部門，  財務部 門 ，   管理 部門 ，   総務部門 ，   社長の 順 に優先順位をつ けた．
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日本の 多国籍企 業 に対 す る ア ンケ
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ト調 査 を 中心 と して

一

2．3．質 問調査 票 の 回収状 況 と代表性の 検定

日本企業 495 社に調査票を送付し，
175社か ら有効回答を得た，有効回答率は 35％であっ た．回答企業が

母集団を代表して い るか否 かを確認するため に ，1997年 3月 期の 連結総資産 と連結総資産 回 転率を用 い て ，

コ ル モ ゴ ロ フ ・ス ミル ノブ検定を行 っ た ．その 結果，両変数ともp値は 0．1 以上 で あり，母 集団と回 答企 業群 の

分布が 同
一

で あるとい う帰無仮説を棄却することはできなか っ た．この ことか ら回 答企業 は母集 団を代表して

い ると考えられ る．

3． 財務管理 の 集中化手法 とその 利用実態

国際財務で用 い られ る為替や金利等の 変動リス クを企業の 期待する範囲内に コ ン トロ
ー

ル しようとする財務

手法には ，まず ，為替予約 ，通貨 ス ワ ッ プ ，通貨オプ シ ョ ン がある．これ らは ，
一

般 にデリバ ティブズ と呼 ばれ

る、この 他 に ， リーズ ＆ ラグズ （企業グル ープ の 中で財務流動性 をシ フ トさせるために，支払 い を早めたり遅く

したりする方法），マ リ
ー （輸入 などによる外貨支払 い と輸 出などによる外貨受取 の 見合 い を図る方法），ネッ

ティング（複数の 企業間で 発生 する決済情報を特定機関に集中し外貨建債権債務を相殺する方法），リ
・
イン

ボイス （グル ープ 企業 間で貿 易取引等 を行う場合 ， 必ず ，
セ ンターを間に挟ん で 取引を行う方 法）などがあ

る．

前者は ， 個々 の 商取引 ， あるい は子 会社単位でリス ク・コ ン トロ
ー

ル しようとするもの である．これ に対 し，後

者は ，為替や金利等の 変動リス クを主 に企業全体として コ ン トロ
ー

ル しようとするもの であり，財務 活動を専門

的職能に集 中することで コ ス ト削減を図る側 面がより強くなる．とくに，後者は企 業グ ル ープ 内の 複数の 部門

問で の 取引を特定の 部門に集中して ， そ こで全社の リス ク・コ ントロ
ール を行 う点 に特徴 がある．その ため，表

1に示すように，企業グル
ープ全体 でリス ク・コ ン トロ

ー
ル を最適化しようとする行動が，個 々 の 子 会社単位で

みると管理 不 可能な影響をそれ ぞれ の 財務諸表等 に及 ぼす結果 ，業績評価を困難にする可 能 睦もある．本

稿で は，後者の 諸手法を総称して 財務集中化手法 （以 下 ， 財務手法と略称するこ ともあ る）と呼ぶ 、

本節で は，まず ，国際財務で 用い られる上述の 目的に沿 っ た手法 につ い て 利用実態を概観する．つ ぎに ，

財務集中化手 法の 採用 有無 で ， グロ ーバ ル 化 の 成熟度 ， 業績評価指標 の 重視度合い
，
セ グメン ト別財務諸

表や管理 用の 財務諸表 の 利用がそれ ぞれ 異なるか に つ い て 分析する．

表 1 財務管理 の 集中化手法が 子会社の 財務諸表等に及 ぼす影響

財務管理手法 貸借対照表 損益 計算書 キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

リ
ーズ＆ラグズ 債権 ・債務金額を変動

させる

債権 ・債務 に対する金利

相当額を変動させる

債権 ・債務 の 決済資金の

受取 ・支払 い タイミン グを

変動させ る

マ リ
ー

（マ ッチ ン グ）

現地 通 貨建 て の 債権 ・

債務金額を変動させ る

債権 ・債務の 為替差損益

を発生させ る

現地 通貨建 て 債権 ・債務

の 受取・支払 い 金 額を為

替差損益分 ，変動させ る

ネッ テ ィン グ 支払 い 条件変更 によ り相殺 を行 い ，リ
ーズ ＆ ラグズと同じ影響を与える

り・インボイス り一ズ ＆ラグズや マ リー（マ ッチ ン グ）と同様の影響を与える

これ に 加 え ，振替価格変更で利益額や税金を変動させ る
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3．L 財務管理 手法の 利用実態 と企業の 分類

各種財務管理手法の 利用 につ い て J 調査対象企業における利用状況を表 2に示す．一番利用されて い る

の は為替予約で あり81％の 企業が導入 して い る．これに ， 通 貨ス ワ ッ プ ， 通貨オプ シ ョ ン ，ネッ テ ィン グ，マ リー

が続く．財務集 中化手法の うちい ずれか を採用 して い る企業は，175社 中 72社 （41％）で あ っ た．また ， 現在利

用 を検討して い るもの として は ，
39％の 企 業がネッ テ ィン グをあげて い る．これ は ，1997 年 の 外 国為替管理 法

の 改正 で ，日本 を含むネッ テ ィン グが利用で きるようにな っ たことを反映して い るもの と考えられ る．

表 2 財務管理手法の利用実態

個別に利用可能な手法 財務集中化手法　　 務手法

利用 有無

為替

予約

通貨
　　 o
スワップ

通貨

オプション

り一ズ＆

ラグズ
マ リ

ー ネッティング リ・インボイス

利用 してい る 141 74 50 11 41 44 20

利用を検討中 5 3 9 4 10 65 6

利用せ ず 26 91 106 123 95 54 114

不明 1 2 2 23 17 4 20

欠測値 2 5 8 14 12 8 15

計 175 175 175 175 175 175 175

利用率　　　 　　 8捌 42％　　　　　　　29％　　　　　　　　6％　　　　　　　23％　　　　　　　25器 11％

3．2．財務集中化手法 と子 会社の海 外進 出初年度 との 関係

財務集中化 手法と子会社 の 海外進出時期の 問には関係をみるため に ， 財務集 中化手 法の 採用有無と最

初に子会社が海外進出した年度との 間で クロ ス分析 を行 っ た （表 3）．財務集中化手法を利用して い る群で

は ，

’61〜’70 年に初めて子会社が海外進 出した企業が最も多い ．これ に対して ， 財務集 中化 手法を利用して

い ない 群で 最も多い の は ，
’81〜’90 年で ある．以上か ら， 財務集中化手法を利用してい る企業 は ， 相対的に

早くから海外進 出して い ることがわかる，

表 3 財務集中化手法の 利用と子会社海外進出初年度の ク ロ ス 分析

海外に子会社が初めて進出した年度

〜

’

60
聾

61〜

躍
70

’
7ユ〜

’

80
’

81〜

’

90
’

91〜 合計

利用せ ず 3 23 30 31 1 88
財務集中

化手法
利用 して い る 13 28 15 8 1 65

計 16 51 45 39 2 153

独 立 性 の 検 定結果 「カイ2乗値＝22．4，自由ue＝ 4，　 p値 ＝ o．00j

3．3．海外子会社マ ネジ ャ
ー

の 業績評価における各指標の 重視度

親会社 が海 外子会社 マ ネジャ
ー

（社長）の 業績 を評価 する際 における指標の 重視度 （5段階評価）を表 4

に示す ．回答した全企業につ い て ，
「非常に重視する」と回答した割合 をみると， 財務指標 （税引き前利 益が

47％， 税引き後利益が 35％）と非財務指標 （品質が 40％，顧 客満足度が 33％）の 重視度はほ ぼ同水準で ある．非

財務指標の うち品質や顧客満足 度の 重視度が高い の は，これ らが経営上満たす べ き基本的な要素で あるた

めと考えられ る．また，新製品 開発を 「重要で ない 」とする割合が他 の 指標と比 較して高い の は ， 海外子 会社

にそ の 役割 を負わせ て い る企業が少ない ためで あると考えられる．
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一日本 の 多国籍企 業に 対 する ア ン ケート調査 を 中心 として
一

表 4　親会社が子会社マ ネジャ
ーの 業績評価上重視する指標

財務指標 非財務指標　　　 指標

重要視

度合 い
売上 高

税引き

前利益

税引き

後利益

売上 高

利益 率

資本

利益 率
シ ェ ア 品質

新製品

開発

顧客

満足度

1 重要 でな い 1％ 0％ 1％ 0％ 0％ 2％ 2％ 6％ 1％

2 あまり重要で な い 2％ 2％ 2％ 2％ 8％ 6％ 1％ 18％ 3％

3 中程 度 27罵 12％ 22％ 31％ 38％ 35毘 22器 41％ 27％

4 かなり重要 40％ 38％ 37％ 35％ 30％ 34％ 32％ 2G％ 31％

5 非 常に 重要 30％ 47％ 35％ 28％ 21％ 19％ 40％ 9％ 33％

欠測値 1％ 2％ 3％ 3男 3％ 5％ 3％ 6罵 4％

計 100％ 100瑠 100毘 100％ 100路 100％ 100％ 100％ 100鬼

さらに，各指標に つ い て財務集 中化 手法 の採用 有無で グル ープ分 けし，平均値の 差の 検定を行 っ た，そ

の結果 ，唯
一

，シ ェ ア の みが統計的に有意であっ た．これは，財務集中化手 法を採用する企業で は，早くか

ら海外進出して い る企業が多く， すで に確保した シ ェ ア を維持し高めることが重要とされて い るからで あると思

われる．

表 5 財務集 中化手法の 利用有無によ る業績評価指標の平均値の 差の 検定

財務集 中化手法　　 定統計量

指標

利用 した

群 の 平均

利 用 しない 群

　 の 平均

t一値 自由度 P 値

売上高 4．0 3．90 ，27 1550 ．79

税引き前利益 4．3 4，30 ，20 1560 ．84

税引き後利益 4，0 4，1 一〇，24 1560 ．81

売上高利益率 4，0 3．90 ．61 1560 、54

資本利益率 3．7 3．60 ．27 1560 ．79

シ ェ ア 3．9 3．52 ．58 1560 ．01

品質 4．1 4．10 ，26 1560 ．80

新製品開発 3．1 3．10 ，57 1560 ．57

顧 客満足度 4。0 4．0 一〇．01 1561 ．00

3，4．責任会計 目的の 財務諸表の 作成

業績評価にあたっ て 公 平な評価を行うため に ， 財務集中化手法の 採用が子 会社 の 財務諸表等 に与える影

響を考慮して い るか 否か が問題 となる．表 6の クロ ス 分析に示 すとお り， 管理用の 財務諸表と財務・税務報告

用 の 財務諸表 と作成基準が異なる企業 （図表 中で は f会計処 理 の調整 あり」と表 記）の 割合 は，財務集 中化

手法の 採用有無にかか わらず約 30％であり， 統 計的 にみ ても差はない ．

責任 会計用 の 財務諸表 の 作成基準が報告用と異なる企業 にお けるそ の 目的は，国による会計処理 の 違 い

の 調整や連結管理の ためとする企業が多い ．為替や送金方法が財務諸表 に 与 える影響の 調整 を 目的 として

い る企業は 51社中 4社しか ない ，これは ， 財務集中化手法が報告用の財務諸表に与える影響を認識してい

ない ，もしくは認識していたとしても， その 調整 コ ストに見合う効果が期待できない とい う理 由が考えられる，
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表 6　財務集中化手 法と管理 用 の財 務諸表の作成有無

作成して い る　　 理用の 財務諸表

　　　　 成有無

財務集中化

手法の 利用 有無

作成

せ ず
会計処理 の

調 整なし

会計処理 の

調整あり

合計

会計処理を

調 整して い る

　 割合

利用 して い ない 36 39 28 103 27％

利用 して い る 29 20 23 72 32跖

計 65 59 51 175 29％

独立性の検定結果「カイ2乗値＝玉．9， 自由度＝2， p値＝0，38」

4． 共分散構造分析

本節 では，これまで個 々 に見てきた変数 を用い て ， 企業がグロ ーバ ル 化し成熟するに従 い ，どの ような パ ス

で 財務集 中化手 法，業績管理に用 い る財務指標，管理 用 の 財務諸表等に影響を与えるか につ い て 共 分散

構造分析を適用する．以下で は，複数作成した モ デル の 中で ，モ デル の 適合度が相対的に 高か っ た 1つ を

とりあげ考察する．

4，1．デ ータ とモ デル の 設定

共分散構造 分析 は，ア ン ケート調査で得た観 測デー
タを用 い て ，

4 つ の 潜在変数か らなるモ デル を作成し，

ALMOS4．O 日本語版を使用 し最尤 法にて推定した ．なお ，モ デル は結果の みを 4、3項 の図 1に示 す．

分析 を適用するにあた っ て ，データは次の ように 扱 っ た．まず，それぞれ の 潜在変数は ，次の 観測デー
タ

で 構成するもの とした，「成熟度」は，欧州，北米 ，
ア ジア へ の 進出時期 ，

「財務集 中手法 」は，ネ ッ ティン グ，

リ・イン ボイス
， リ

ーズ＆ラグズ
，

マ リ
ー

の 採用有無 「財務指標」は売上高 ， シェ ア の 重視度 ， 階 理 手 法 へ の

影響」は セ グメン ト財務諸表 （図表中で は財務諸表をFS と略記することもある）と，管理用 の 財務諸表 の 採用

有無で構成するもの とした，つ ぎに， 各潜在変数を構成するグル ープ ごとにみて ， す べ て非回答の グ ル
ー

プ

がある場合 ， そ の サ ンプル は除外した ．なお ， 本稿で示 すモ デル 以外 に ， 個別 に適用可 能な財務手法 （為替

予約，ス ワップ ，オ プシ ョ ン の 採用有無で構成），財務運営組織（財務統括会社，金融子会社の 有無で構成）、

非財務指標 （業績評価 にお ける品質，新製品開発 ，顧 客満足度の 重視度で 構成），財務意識 （為替リス ク，

節税，資金効 率性 の 重視度で 構成）等を用い た分析も行 っ た．こ れらすべ て で 共通の デー
タセ ッ トを用 い た

ため，分析に使用したサン プ ル 数 は ， 全 175サンプル の うち 150サンプル （86％）となっ た．

っ ぎに ， 潜在変数を構成するグル ープ内で は ， 数値が大きくなるほど高い 程度を表す ようにデ ー
タ変換 し

た。まず，「成熟度」で は，進 出時期 が早 い もの を 6とし，数値が高い ほ ど成熟して い る ように ス ケ
ー

ル を変換

した ，欠損値は非進 出と見なし0とした．「財務集中化手法」で は，不明を1
， 非採用を2，検討 中を3，採用を

4
， 欠損値は 0 とした ，数値の 高い もの ほ ど ， 財務集 中化手 法を採用する傾向を表す．「財務指標 」で は ， 考

慮しない もの を1，よく考慮するもの を5とし，数値が高い ほどよく考慮してい ることを表す，また ，欠損値は 0と

した，階 理手法 へ の 影響 」で は ， 管理 用の 財務諸表 につ い ては ， 作成して い るもの を2，作成して い ない も

の を 1
， 欠損値をOとし ，

セ グメン ト財務諸表 に っ い て は，事業別，地域別 い ずれか で 毎月作成して い るもの を

5，四半期ごとを4 ，半年ごとを3，年 に
一

回を 2，未作成を1，欠損値を0とした ．

なお，モ デル を識別するために ，
「成熟度」

→ 「進 出時期欧州 L 「財務集中手法」
→ 「ネ ッテ ィング」，「財務

手 法」→ 「売上高」，「管理 手法 へ の影響」→ 「管理 用 の FS」に つ い て は係数を 1に 固定 した．また，誤 差変数

か ら内生変数に対する係数はす べ て 1に固定した ．
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一

4．2．モ デル の 適合性の 考察

本項で は ，前項の 設 定に 基づき Amos で 分析 した モ デル に つ い て 考察する ．まず，適合度指標 をみると，

G［F（goodness 　 of　 fit　 index）は 0．94，　AGFI （adjusted 　goodness 　 of　 fit　 index）は 0．91と，両者 とも O．9

を超え て い る．また，カイ2乗値をみ ると自由度 39 の もとで 48．3（p 値 ＝ 0，15）で あり，モ デ ル が適合して い る

とい う帰無仮説 は棄却で きなか っ た，したが っ て ，構成され たモ デル は，標本共分散行列を説明して い ると判

断 できる．

つ ぎ に ，パ ス 係 数 に 着 目 し て モ デ ル の 結 果 を分析 する ．パ ス 係 数 の 最 尤 推定 値 ，検 定統 計 量 ，

C，R，（critieal 　 ratio ），標準化係数を表 7に示 す ．係数を1に固定したもの はそ の まま表示 した．図 1の パ

ス に示 した数字は標準化係数であり，変数の右肩 に示した数値は従属変数の 決定係数である，なお ， 表と図

の 数値末尾 が ソフ トに よ る 四 捨五 入処 理 の 違い で
一

部異な る．

表 7 パ ス係数 の最尤推定値 と標準化係数

ノくス
係数

推定値

標準

誤差
C．R．

標 準化

係 数

成熟度 　　　　　　　→ 　進 出時期欧州 1．00 0．84

成熟度　　　　　　　→ 　進 出時期北米 0，920 ．127 ．650 ，80

成熟度　　　　　　　→ 　進出時期 ア ジア 0，450 ，114 ，280 ．38

財務集 中手法　 　　 　→ 　ネッテ ィン グ 1．00 O．40

財務集 中手法 　 　　 　→ 　り・イン ボ イス 1．160 ．373 ．170 ．45

財務集 中手法 　　　　→ 　リ
ーズ ＆ラグズ 1．080 ．333 ，31O ．50

財務集 中手法 　　　　 → 　 マ リ
ー 2．320 ，663 ，52o ，72

管理手法 へ の影響 　　 → 　管理 用 の FS 1，00 O．64

管理手法 へ の影響 　　 → 　セグメン トFS 2，931 ，252 ．340 ．58

財務指標　　 　 　　 → 　シ ェ ア 1．OO 0．37

財務指標　　　　　　→ 　売上高 0，640 ．331 ．94O ，29

成熟度　　　　　　　→ 　財務集中手 法 0，130 ，G43 ．10 D．51

成熟度　　　　　　　 → 　 管理手法 へ の影響 0．130 ．052 ，70 0．50

財務集中手法　　　　 → 　管理手法 へ の 影響
一〇．260 ．18 一1．41 一〇，27

成熟度　　　　　　　→ 　財務指標 0．250 ．102 ．65 0．78

財務集中手法　　　　 → 　財務指標
一
〇，130 ．34 一

〇．38 一〇．10

4．3．パ ス係数の 考察

分析の 結果，パ ス係数 は，「財務集中手法→ 財務指標 」（C．R．＝ − 0．38）と「財務集中手法 → 管理手法 へ の

影響」（C．R，・− L41 ）を除き 5％水準で有意であっ た．以下 J 潜在変数間 の パ ス 係数に着 目し て考察する．な

お ，考察に用 い るパ ス 係数 は，標準化係数で ある，

まず，「財務集 中化手法」に つ い て みる．これ は，マ リ
ー

，リ
ーズ ＆ラグズ ，リ

・
イン ボイス

， ネッ テ ィン グ の 利

用程度で 構成され る．グロ ーバ ル 化の 「成熟度」からの パ ス 係 数をみると，O．51 と比 較的高く，成熟化するに

つ れ財務集中化 手法を採用する傾向 にあるこ とが示 され る．ただし ，
「財務集 中化 手法」の 決定係数は 0．26

とそれほ ど高くない ため ，その 他の 要因の 影響が大 きい ことが示唆され る，

第2に 「管理手法 へ の 影響」に つ い て みる．これ は ，管理 用 の 財務諸表，セ グメン ト財務 諸表の 利用程度で

構成される．「成熟度」か らの パ ス 係数 をみると 0．49 で あり，グロ
ーバ ル 化するにしたが っ て管理手法が セ グ

メン ト情報を用 い た財務諸表を用い た管理 を行う傾向にあることを示す．一方，「財務集中化手法」か らの パ
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ス 係 数は前述の 通り C．R．が 一1．41 と 5％水準で 有意で はなか っ た．ただし，パ ス 係数の 符 号が マ イナ ス で あ

るこ とに着 目すると， 財務集中手 法を採用するに つ れ て セ グメン ト別および 管理 用 の 財務諸表を用 い なくなる

ことになり， プ ロ フィッ トセ ンタ
ー

概念が希薄化 して い る影響の反 映とも考えられる，また，「管理手法 へ の 影

響」の 決定係数は 0．董8と高くなく，
そ の 他の 要因の 影響が大きい ことが示 唆される．

第 3に，「財務指標 」に つ い て みる．これは，売上 高とシ ェ ア指標の 重視度で構 成され る，「成熟度」か らの パ

ス 係数をみると0．78 である，
一

方 ，
「財務集中化手法」か らの パ ス 係数は

一〇，10と他 に比 べ 低 く，か つ C．R．

も一〇．38 と統計的に有意とは い えない ．この ことか ら，グロ
ーバ ル 化すると財務指標を用 い た管理がより強化

され る傾向にある
一

方で ， 財務集 中化の 程度と財務指標を用い た管理 との 間に関係は 見い だせ ない ．

以上 の 3つ の 視点か らの 分析を総合 すると，
企 業の グ ロ ーバ ル 化が成熟する に従 い セ グメン ト財務諸表 や

財務指標を重視することなどで 精緻な管理 をめざす傾向にある，ただし， 財務集 中化 をし て い る企 業で は ，

海外子会社の プ ロ フィ ッ トセ ン ター概念が希薄になるた め ， 精緻な管理 がなされ るとは限 らな い 可能性 を示

唆して い ると考えられる，その 場合 ，
セ グメン ト財 務諸表や責任会計用の 財務諸表を用い ，海外子 会社の 管

理 可能性に基づき調整した利益で業績管理 を行う方法も考えられ る，しか し，この パ ス は有意でなか っ たこと

か ら， この ような管理 を行う企 業は少ない とい うこ とを示唆 して い る．これ は ， 調整に は コ ス トが か か り， それ に

見合 っ た効果が得 られ ない 場合 には，あえて調整す る必要が ない ことを反映 して い ると考えられ る．以上 の

考察 に よっ て，］節で 設 定した作業仮説 の うち 1，2，3は支持されるもの の ，4 は支持されな い こ とがわ か っ

た．

図 1 共分散構造分析によるモデル 図

．70 ．15 ．65
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5． まとめ と今後の 研 究課題

5，1．仮説設定

本稿で は，日本 の グ ロ ーバ ル 企 業に対 して行 っ たア ンケー
ト調査結果を分析することにより，國務管理 と責

任会計 の 調和 につ い て検討してきた，とくに ， グル
ープ全体にお ける税 引き後の キ ャッ シ ュ フ ロ

ー
の 最大化を

禺指す財務集 中化手法に着 目し，それが責任会計上 の 業績評価指標や管理 手法 にどう影 響して い る か とい

う視点か ら分析した，そ の 結果 ， 以 下 の 3つ の 仮説 が設 定で きる．

仮説 1 ：企業の グロ
ーバ ル 化 が進 み成熟度が増す にっ れ，海 外子 会社を含むグル ープ全体の 財務的効率

　　　　化を図るため ，財務集中化手 法を採用 する傾 向にある，

仮説 2 ：グロ ーバ ル 化が成熟するに従 い
， 子 会社 へ の 分権化が進む ことから，客観的な財 務指標 が重視され

　　　　るようになる．同時に ，セグメン ト財務 諸表や責任会計用の 財務諸表が整備され ， それ らを用い た

　　　　管理 が行 わ れ るようになる，

仮説 3 ：財務集 中化 手法を採用して い る企業で は海外子 会社の プロ フ ィッ トセ ン タ
ー

概念が 希薄 になるため，

　　　　財務指標 の 重視度が 下 がる．

5．2．今後の 研 究課 題

本稿では ，質問票調査を通じて 財務管理 と責任会計の 調和に 関する仮説を設定した．今後の研究課題は ，

まずこの 仮説を実証することである，さらに，各財務手 法に応じた責任 会計シ ス テ ム の 具体的な調整方法に

つ い て 明らか にす ることも研 究課題となる．この ため の 研究方法としては，財務 管理 面，責任 会計面で 先進

的と思われ る企業に対するケ
ー

ス ス タディやフ ィ
ール ドス タディがあ る，

また，今回の 研究 は，財務管理が与える影響を責任会計上 どの ように修正 して い るか とい う観点か らアプ ロ

ーチ した ．この ほ か に ， 責任会 計が 財務管理 オ ペ レ
ー

シ ョ ン に どの ような影響を与えて い るか とい う観点や ，

責任会計 ， 財務管理双 方の 目的を達成するた めにそれ ぞれをどの ように修正 して い るか とい う観 点か らの ア

プ ロ ーチもある．この ような財務管理 ， 責任会計双方 向からの アプ ロ
ー

チも，今後の 研究課題で ある．
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